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川崎市政の推進につきましては、日頃から格別の御高配をいただき

厚く御礼申し上げます。 

大正 13（1924）年に人口５万人で誕生した本市は、令和６（2024）

年４月に人口が 155 万人を超え、７月には、市制 100 周年という歴史

的な節目を迎えます。これまで、数多の災害や課題を、多様な市民が

協力し合いながら乗り越え、克服して、前にも増して良いまちにして

きたというのが、本市の歴史です。現在では、急速な少子化への対応

として多子世帯支援の充実を図るほか、地域包括ケアシステムの取組

や、日本有数の研究開発拠点を有する都市として、新産業の創出や、

地域経済の活性化の取組を事業者、市民の皆さまとともに進めていま

す。 

今後、川崎をさらに、一歩先へ、もっと先へ進めるため、「川崎市

総合計画 第３期実施計画」に基づき、「安心のふるさとづくり」と

「力強い産業都市づくり」を基本とした「成長と成熟の調和による持

続可能な最幸（さいこう）のまち かわさき」の実現をめざした取組

を一層推進しています。 

こうした中、本市財政は、物価高騰や、ふるさと納税による財源の

流出額が実質的に全国で最も大きくなるなど、厳しい環境下での運営

を余儀なくされています。一方、多様化・増大化していく市民ニーズ

へきめ細かに対応するためには、効果的かつ効率的なサービスの提供

に努めていくことが必要であり、国と地方の役割分担を明確にした上

で、税源移譲を進めることが不可欠です。また、特別市制度の創設な

ど、地域の実情に応じた多様な大都市制度の早期実現が必要です。 

国においては、構造的賃上げの実現や、少子化対策の強化に向けて

取組が進められていますが、市民の暮らしを支える中心的な役割を担

っているのは地方自治体であり、圏域の中枢都市である大都市の役割

にも配慮した政策の実行を強く望みます。 

真の分権型社会の実現に向けて、国の制度改善を要請する事項や、

本市の事務事業の推進にあたり適切な財政措置が必要な事項を中心と

して、本市の要請事項を取りまとめましたので、令和７年度国家予算

編成において、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 令和６年６月  
川崎市長 



 



 

重 点 要 請 項 目 
                          

○ 大 都 市 の 役 割 に ふ さ わ し い 税 財 源 の 充 実 

地方税財源の充実確保について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

特別市制度の創設について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び嵩上げ制限の廃止について・・  ５ 

ふるさと納税制度の見直しについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

 

○ 安 心 の ふ る さ と づ く り 

システム統一・標準化について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

待機児童の継続的な解消と保育所等の利用者負担の軽減に向けた支援について １１ 

こども誰でも通園制度の制度設計について【新規要請項目】・・・・・・・・ １３ 

子どもの医療費助成の在り方の検討について・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

児童福祉人材の確保に向けた支援について・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

福祉・介護人材の確保に向けた支援について・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

学校及び保育所における医療的ケア児支援の充実について・・・・・・・・・ ２１ 

安全・安心で良好な教育環境の充実について・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 多摩川における治水対策の推進について・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 

○ 力 強 い 産 業 都 市 づ く り 

自動運転の社会実装に向けた支援について【新規要請項目】・・・・・・・・ ２７ 

川崎臨海部の土地利用転換について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた 

水素サプライチェーン構築に係る取組について・・・ ３３ 

 

※【新規要請項目】とは、今年度要請にて新規に項目立てをしたもの 



地方税財源の充実確保について 

【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 真の分権型社会の実現には、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の

「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に見直し

た上で、新たな役割分担に即した国と地方の税源配分とする必要があります。 

○ 本市をはじめとする指定都市は、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題から生

ずる大都市特有の財政需要を抱えています。しかし、都市税源である消費・流通課

税及び法人所得課税の配分割合が極めて低くなっていることから、特に地方消費税

（社会保障財源化分以外）と法人住民税の配分割合を拡充する必要があります。 

○ 国庫補助負担金については、地方への税源移譲を中心とした抜本的改革を進める

べきです。それが実現するまでの間は、地方が必要とする総額を確保するとともに、

事業規模や使途に関する要件の緩和、予算の流用への弾力的対応、事務手続の簡素

化等を図るべきです。 

○ 地方版総合戦略を推進するために地域再生計画を策定し取り組む事業が交付金の

対象となるよう必要額を確保し、より自由度の高い活用しやすい制度とすべきです。 

１ 現行６：４となっている国と地方の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに

地方税の配分割合を高めることにより、国と地方の新たな役割分担に応じた「税

の配分」とすること。 

２ 大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び法

人所得課税の配分割合を拡充すること。 

３ 国庫補助負担金は、国が担うべき分野については必要な経費全額を国が負担す

るとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負担金を廃止し、所要額

を全額税源移譲すること。また、デジタル田園都市国家構想推進交付金は、地方

が自主性・独自性を発揮して活用できるよう、より自由度が高い制度とすること。 
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 地　方　税 42兆7,409億円

 地方譲与税   2兆7,293億円
 国庫支出金 15兆9,698億円

総額 117兆5,288億円

20兆3,360億円

△5,471億円

74兆7,879億円

地方税

国税

42兆7,409億円
36.4%

63.6%

 地方交付税 

81兆2,289億円
69.1%

36兆2,999億円
30.9%

 国直轄事業
        負担金

国の役割国 国税

地方税地方
地方の
役割

地 方 税 地 方

国 税

国

国６：地方４

国・地方における税の配分状況（令和６年度）

税
源
移
譲

５

：

５

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分 役割分担

《現 状》 《まずは》 《さらに》

真の分権型社会の実現

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担

に応じた「税の配分」

税の配分

さ
ら
な
る

税
源
移
譲

７

：

３

４

：

６

国庫補助負担金

■ 都市的財政需要及び都市税源の配分の状況

この要請文の担当課／総務企画局都市政策部企画調整課 TEL 044-200-2164
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

（令和６年度）

消費・流通課税の配分割合

注1 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。
注2 東日本大震災による減免などの金額は含まない。

市町村税
3.1%

国税
74.8%

道府県税
22.１%

（令和６年４月１日時点）

注1 実効税率は、法人事業税及び特別法人事業税が
損金算入されることを調整した後の税率である。

注2 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。

法人所得課税の
配分割合（実効税率）

国税
91.5％

市町村税
4.5%

道府県税
4 .0%

「国庫補助負担金の改革」のイメージ

都市税源の配分割合
が極めて低い状況

国と地方の役割分担を見直し、
地方が担うべき分野は税源移譲することが必要

■ 国・地方間の税源配分の是正

■ 国庫補助負担金の改革

大都市特有の需要に対応するために
都市税源の拡充が必要

全国 指定都市

土木費 48.1 68.6

民生費 191.9 225.9

都市的財政需要
市民１人あたり比較（令和３年度）

（単位：千円）

注 全国の数値は、指定都市及び特別区を除いている。

大都市は都市的財政需要が大きい

消費税、所得税、法人税等の複数の基幹税の税源移譲により
税配分をまずは「５：５」とすることが必要

税源移譲

国が担うべき分野

地方が担うべき分野

必要な経費全額を国が負担

移譲されるまでの間は
総額確保が必要
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特別市制度の創設について 

  【内閣官房・内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

■ 要請の背景 

○ 指定都市制度は、昭和 31（1956）年の創設から 65 年以上が経過し、指定都市には

多くの権限が移譲され、住民に身近な行政サービスのほとんどを担うようになって

いますが、広域自治体と基礎自治体という二層制構造は変わっていません。 

〇 指定都市は、大都市特例事務に係る行政サービスを実施していますが、権限に見

合う財源が税制上措置されておらず、措置不足が生じています。 

〇 大規模災害等の危機的事象への的確な対応や、人口の減少、少子高齢化の進展等、

市民に身近な地域課題を解決していく必要がある中、迅速かつ柔軟な行財政運営を

行えるよう、指定都市とともに検討を進め、特別市制度を創設することが必要です。 

〇 大都市制度の検討がなされた第 30 次地方制度調査会答申から 10 年以上が経過し、

この間に顕在化した大都市地域に係る問題や社会経済の変容に的確に対応するため、

次期地方制度調査会で大都市制度について調査審議が行われることが必要です。 

〇 指定都市が特別市に移行することで、窓口の一本化による住民サービスの利便性

向上、司令塔の一本化による迅速かつ地域の実情を踏まえた課題解決、我が国全体

の経済成長の牽引が可能となり、また、道府県は広域自治体として、大都市以外の

地域の補完という道府県の役割により一層注力することが可能となります。 

１ 市域内において地方が行うべき事務を大都市が一元的に行うことを基本とす

る「特別市」制度を創設すること。 

２ 国（総務省）に大都市制度を専門的に検討する専任組織と指定都市との新たな

研究会を設置し、特別市制度の法制化に向け議論の加速化を図ること。また、大

都市制度のあり方について、次期地方制度調査会において、調査審議が行われる

よう図ること。 

３ 特別市制度が創設されるまでの間、大都市特有の財政需要や事務配分の特例等

に対応し、効率的・効果的な行政運営を推進するため、地域の実情に合わせた道

府県から指定都市への権限及び税財源の移譲を行うこと。 
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この要請文の担当課／総務企画局都市政策部地方分権・特別市推進担当 TEL 044-200-1576
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

■ 広域自治体と基礎自治体の二層制構造

■ 特別市の姿
二層制（二重行政）を解消し効率的
かつ効果的な行政運営を実現！

指定都市

国

[基礎自治体を包含する広域自治体]
道府県

●広域調整 ●警察 など

市町村 市町村

道府県

国

[新たな一層制自治体]

特別市
道府県が市域内で担
う事務及び指定都市

の事務を統合

行政区
効率的で、区民に

身近な総合行政機関

特別市

二

層

制

一

層

制[基礎自治体]

指定都市
行政区

神奈川県に代わって負担している経費
（特例経費一般財源等所要額）

275億円
地方自治法に基づくもの

個別法に基づくもの

（例：土木出張所）

注 県費教職員の給与負担に係る経費を除く。

これに加え、道府県から指定都市への事務移譲・権限移譲に伴い、
所要額について税制上の措置が必要！！

左の経費に対する税制上の措置

231億円

44億円
（税制上の措置済額）

大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額（令和６年度予算に基づく概算）

税制上の
措置不足額

■ 大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額

大規模な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元
的な行政権限を獲得し、政策選択の自由度が高まるという
点にも意義がある。

特別市（仮称）は、全ての都道府県、市町村の事務を処理
することから、その区域内においてはいわゆる「二重行政」
が完全に解消され、今後の大都市地域における高齢化や
社会資本の老朽化に備えた効率的・効果的な行政体制の
整備に資する点で大きな意義を有する。

特別市（仮称）という新たな大都市のカテ
ゴリーを創設する場合の様々な課題に
ついては、引き続き検討を進めていく必
要がある。

答申から10年以上が経過
さらに社会経済も大きく変容

議論を進める必要！

指定都市制度創設から65年以上が経過し、多くの権限が移譲されてきたが、この間
二層制の地方自治構造は変わっておらず、効率的・効果的な行政運営ができない状況

■ 第30次地方制度調査会の答申（H25）
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財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び 

嵩上げ制限の廃止について 

【こども家庭庁・総務省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 地方交付税は、補助金や交付金のような政策誘導手段として用いるものではなく、

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サー

ビスを提供できるよう財源を保障するためのもので、地方固有の財源です。 

○ 本市は令和６年５月時点で人口が155万人を超えており、わが国の人口減少が進

む中においても当面の人口増を見込んでいる「元気な都市」であり、指定都市唯一

の普通交付税不交付団体として、「財政が豊か」というイメージを持たれています。 

○ 一方、指定都市を市民１人当たりの標準税収で比較すると、本市は第３位ですが、

普通交付税及び臨時財政対策債を加えた市民１人当たり一般財源で比較すると、第

18位となり、「不交付団体＝財政的に豊か」という関係は成り立ちません。 

○ 本市は、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題から生ずる都市インフラの整備

などの大都市特有の財政需要や、今後も増加が見込まれる子ども・子育て支援の充

実をはじめとした社会保障関係費、地域社会のデジタル化、脱炭素社会の実現、防

災・減災対策などに係る財政需要を抱えている中、収支不足に伴い減債基金からの

借入れを行っている状況であり、「財政が豊か」という実態はありません。 

○ 現在、各省庁独自で財政力指数に基づいて国庫支出金の割り落とし等が行われて

いますが、地方交付税による地方団体相互間の調整に加えた「二重の調整」である

ことから、財政力指数に基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限を

見直す必要があります。 

財政力指数に基づく国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は行わないこと。 
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標準税収 普通交付税 臨時財政対策債

■ 国庫支出金等の割り落とし等による主な減収見込額（令和６年度）

地方交付税での財源調整との二重の調整となる財政力指数に
基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は行わ
ないこと

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183

■ 1人当たり標準税収及び一般財源の比較（令和４年度決算）

20市中 第18位

20市中 第3位

市民１人当たり標準税収 第3位
市民１人当たり一般財源 第18位

⇒ 不交付団体だからといって「財政が豊か」という実態はない！！
（千円）

3.5億0.6億

1.8億

0.8億

3.4億

（億円）

（5.5/10 ⇒ 5/10）

（2/3 ⇒ 1/2）

（1/2 ⇒ 3/8）

（2/3 ⇒1/2）

・前年度の普通交付税の収入超過額の2/10と
・当該団体の譲与額の2/3

のいずれか少ない額を控除
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ふるさと納税制度の見直しについて 

  【総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 自分を育んでくれた「ふるさと」に対して、自分の意思で納税できる仕組みとし

て創設されたふるさと納税制度は、その理念として「税の使われ方を考えるきっか

け」「生まれ故郷や応援したい地域の力になれる」「自治体が取組をアピールし、競

争が進む」ことが掲げられていますが、本来の制度創設の趣旨やその理念とは裏腹

に、返礼品や節税を目当てとしたネット通販化している状況です。 

○ ふるさと納税により流出するのは、地方税の中でも基幹的地位を占め、いわば「地

域社会の会費」として位置づけられる個人住民税ですが、本市においては、流出見

込額が令和６年度予算で 142 億円となるなど、今後も増大する財政需要や大都市特

有の財政需要を抱える中で看過できない状況です。 

○ ふるさと納税指定制度の創設による見直しがされましたが、特例控除額が現行の

所得割額の２割という定率の上限のみでは、返礼品との組み合わせにより、高所得

者ほど大きな節税効果が生ずるなどの課題が依然として残されており、寄附金につ

いては、その５割まで募集に要する費用となっています。 

○ こうした状況を踏まえ、納税者への影響等を考慮した上で、特例控除額に、定額

の上限額を設定すること、限度額を所得割額の２割から１割に戻すこと、また、経

費割合を引き下げることなど、見直しを早急に行う必要があります。 

〇 「ワンストップ特例制度」について、所得税控除相当額を個人住民税から控除し

ている現状の仕組みを速やかに見直す必要があります。 

〇 制度見直しまでの間は、減収影響に対する財政措置を講ずる必要があります。 

１ 返礼品を目的とした寄附の増加により都市部における地方自治体の財政に与

える影響が大きくなっていること等を踏まえ、特例控除額に定額の上限を設ける

などの見直しを早急に行うこと。 

２ 「ワンストップ特例制度」を適用する場合には、個人住民税から控除している

所得税控除相当額について、地方特例交付金により全額を補塡すること。 
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この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

■ 本市におけるふるさと納税による減収額

■ ワンストップ特例制度による影響

（例：年収700万円の給与所得者（独身又は共働き）が10万円（年間上限）のふるさと納税をした場合）

【確定申告を行う場合】

【ワンストップ特例制度の適用を受けた場合】

適用
下限額

所得税
控除額

0.2万円 2万円 7.8万円

個人住民税
控除額

個人住民税控除額が7.8万円→9.8万円へ

適用
下限額

個人住民税
控除額

0.2万円 2万円 7.8万円

個人住民税
控除額

特例控除額に係る上限額 3万円 5万円 10万円

影響を受ける方の割合 57％ 33％ 10％

令和５年度減収額(a) 112億円 112億円 112億円

上限を設けた場合の減収額(b) 52億円 70億円 90億円

減収額への影響額(a)-(b) 60億円 42億円 22億円

＜特例控除額の上限設定による影響額の試算（本市分）＞

注１ 上限額、減収額及び影響額は、いずれも個人市民税の額（ふるさと納税ワンストップ特例制度による申告特例控除額を除く）
２ 影響を受ける方の割合は、ふるさと納税実施者全体に対する割合

＜所得割額の２割から１割に戻すことによる影響額の試算（本市分）＞

適用
下限額

0.2万円

所得税

控除額

個人住民税

控除額（基本分）
個人住民税

控除額（特例分）

個人住民税所得割額の２割を限度

適用
下限額

0.2万円

個人住民税
控除額（特例分）

個人住民税所得割額の１割を限度

控除額9.8万円

控除外

控除外

所得税

控除額
個人住民税

2万円 1万円

1万円2万円

6.8万円

3.4万円

（例：年収700万円の給与所得者（独身又は共働き）が10万円（年間上限）のふるさと納税をした場合）

控除額6.9万円

控除額（基本分） 3.4万円減少

影響額
５１億円

△ 66
△ 83

△ 104
△ 121 △ 142△ 150

△ 110

△ 70

△ 30 R2 R3 R4 R5
（見込）

R6
（予算）

（単位：億円）

影響額
９億円
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システム統一・標準化について 

  【デジタル庁・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 「デジタル基盤改革支援補助金」における補助上限額が引き上げられましたが、

指定都市要件の再検討等により補助対象経費の増大が見込まれます。さらに、移行

困難システムの顕在化に伴い、令和８年度以降も移行経費が発生します。標準化に

係る特有の経費については、令和８年度以降も含め国の全額負担となるよう見直す

とともに、ガバメントクラウド利用料については、過度な負担とならないようスケ

ールメリットを活かした価格設定が必要です。また、補助対象経費のうち違約金に

ついては、支出の適正性を対外的に説明できるよう法令による担保が必要です。 

〇 標準仕様書の改定や国の制度改正対応により、ベンダの開発リソースが不足し、

令和７年度末までの移行が困難となるシステムが多数存在します。ベンダが標準化

対応に十分なリソースを割けるよう、国による支援が必要です。また、このような

状況下で開発されるシステムが安定稼働するのか、適切に標準準拠しているのかに

ついて、国の責任において適合性確認や動作保証を実施し、自治体や市民の不安を

解消する必要があります。 

〇 移行困難システムにより、令和７年度末までに標準化が完了しません。国による

制度改正が標準準拠システム実装を前提として実施された場合、市民サービスに影

響が生じることから、移行困難システムに配慮した制度設計を行うようデジタル庁

が中心となって関係省庁と調整することが必要です。 

１ 統一・標準化に係る補助対象経費は令和８年度以降の経費も含め上限額を定め

ず国の全額負担とすること。ガバメントクラウドの利用料は過度な負担とならな

いよう措置すること。また、違約金については支出の適正性を担保すること。 

２ 開発リソースが不足しているベンダに対して国が支援を強化するとともに、標

準準拠システムの適合性確認や動作保証は国の責任において行うこと。 

３ 今後一定期間は、国の制度改正等については、標準準拠システムの実装を前提

として進めることなく、移行困難システムに配慮して実施すること。 
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この要請文の担当課／総務企画局デジタル化施策推進室 TEL 044-200-2205

■ 本市における標準化に係る経費について

 移行困難システムの実情にあわせ、令和８年度以降も含め補助対象経費の全額補助が必要。
 ガバメントクラウド利用料の方針と違約金支出の適正性を早期に国が示す必要がある。

■ 本市の情報システムの標準化移行想定スケジュール

＜標準化に係る補助対象経費＞
 補助対象経費…移行困難システムによる事業期間の長期化と標準仕様書の指定都市要件により経費の更な

る増加が見込まれる。また、令和８年度以降も移行経費が発生する。
 ガバメントクラウド利用料…運営経費に大きく寄与し、３割削減が達成可能な価格となることが重要。
 違約金…支出の適正性が未だ担保されていない。対外的説明にも耐え得るよう国が担保する必要がある。

■ 標準準拠システム導入におけるベンダの状況について

ガバメントクラウド移行に伴う全体費用

本市では標準準拠システムの対象となる｢基幹20業務｣を 13システムに分けて管理している。

補助金上限約６３億円

管理委託費

ＡＳＰ利用・
保守費

違約金

補助対象経費約８６億円（令和５年８月時点）
補助対象外経費

ガバクラ
利用料

並
行
運
用

回
線
費
用

補助金上限約６３億円

補助対象経費約１０１億円（令和６年２月時点）

違約金

事業の長期化等により増加傾向
違約金
⇒支出の適正性

担保が必要。

ガバメントクラウド利用料
⇒料金体系等不透明。この価格設定

が運営経費３割削減が達成可能か
どうかを左右する。

標準仕様書
の改定

制度改正対応

ベンダ
⇒開発リソース

が不足
自治体

●移行時期を確定できる
のはいつになるのか。総経
費はいくらになるのか。

●提供されるシステムは安
定稼働するのか。そもそ
も標準準拠しているのか。

標準化移行時期
の延伸を打診

 ベンダの開発リソース確保や標準化対応を国が支援
 標準準拠システムの適合性確認や動作保証を国とベンダが

協力して実施し、自治体・市民の不安を解消。

 移行困難システム残存期間は、国の制度改正等が標準準拠
システムの実装を前提としないよう配慮する必要がある。
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待機児童の継続的な解消と保育所等の利用者負担

の軽減に向けた支援について   

【こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市では、保育所等の利用申請者数は年々増加している中、多様な手法を用いた

保育受入枠の確保等を実施した結果、令和６（2024）年４月１日時点の待機児童数

は４年連続でゼロを達成したところです。 

○ 就学前児童数が減少している一方で、保育ニーズは依然として増加傾向であり、

特に保育ニーズが高い地域では、引き続き、施設整備等により保育受入枠の確保が

求められるため、待機児童数等によらず整備費補助の嵩上げ措置の適用が必要です。 

○ 安定的な保育の提供を継続するためには、既存施設を有効活用する必要がありま

すが、本市では、開設後１０年以上が経過した保育所等が増えている中、今後、老

朽化等対策に関するニーズの増加が予想されるため、引き続き支援が必要です。 

〇 保育所等の利用者負担額について、本市では、市単独で負担し国基準以下の料金

を設定するとともに、多子世帯への軽減措置についても令和６（2024）年４月から

市独自の拡充を実施していますが、各自治体においても、独自の料金設定や軽減措

置を行っていることから、自治体間で格差が生じています。 

〇 保育料の負担軽減措置については、本来は一律の基準に基づき運用される必要が

あること、独自の負担軽減措置により本市における財政負担が生じていることから、

国基準保育料の減額、多子世帯の負担軽減に係る所得制限等の撤廃、さらに第２子

以降の無償化など、保育料軽減措置を拡充する必要があります。 

１ 継続的な待機児童解消に向けて、受入枠確保に必要な財政措置を講ずること。 

２ 定員増を伴わない改築や修繕について、必要な財政措置を講ずること。 

３ 保育所等の利用者負担の軽減に向けて、国基準保育料の減額、多子世帯支援の

拡充の措置を図ること。 
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■ 受入枠確保に必要な財政措置 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

■ 利用者負担の軽減措置【本市における利用者負担軽減措置の状況】 

 

 

 

 

 

 

この要請文の担当課／こども未来局保育・幼児教育部保育対策課 TEL 044-200-3630 

継続的な待機児童解消につながるよう、受入枠確保に必要な財政措置を講ずることと。 

・利用者負担額の負担軽減（年額） 

 
 

・多子世帯軽減措置の拡充 

 

5,202 5,835 6,547 6,681 
6,198 

1,059 
1,061 

1,259 1,417 2,283 

14.1 15.2 
16.6 16.4 

15.0 

0

5

10

15

20

25

30

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

Ｒ２(決算) Ｒ３(決算) Ｒ４(決算) Ｒ５(予算) Ｒ６(予算)

(千円)（百万円） 利用者負担額の推移

保育料軽減分（市

が負担）

保護者負担分（市

の保育料）

児童一人当たりの

月額負担額(平均)

利用者の増加に伴い

市の財政負担が増加 
(※Ｒ６予算は多子軽減分

を含む) 

国基準 川崎市

市民税非課税世帯
(ひとり親等は市民税所得割相
当額が57,700円未満の世帯)

　全児童　　　　 （無料） 　全児童　　　　 （無料）

市民税所得割相当額が
57,700円未満の世帯

　第２子　　　　　（半額）
　第３子以降　　（無料）
　→きょうだいの年齢や利用施設・事業による制限なし
　→全世帯が減免対象

市民税所得割相当額が
57,700円以上の世帯

　第２子　　　　　（半額）
　第３子以降　　（無料）
　→同一世帯において小学校就学前の子どもで対象
　　 施設・事業を同時に利用する場合に適用

　第２子　　　　　（半額）
　第３子以降　　（無料）
　→きょうだいの年齢や利用施設・事業による制限なし
　→全世帯が減免対象

市が独自に拡充

(Ｒ６.４月から) 

・待機児童解消の継続については整備費等が不可欠であるが、補助率の嵩上げが待機児童を解消した場合等 

について翌年度適用とならないことから、市の負担が増加することとなり、取組の継続に支障が生じる。 
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こども誰でも通園制度の制度設計について 

  【こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市においては、国の示した基準に準拠して今年度に試行的事業を実施しますが、

月 10 時間という上限設定が利用者ニーズに即しているかが不透明であり、各事業者

からは、利用者数の推計が困難であるとの意見のほか、現状の補助基準額（こども

１人１時間あたり 850 円）では採算性が見込めないという意見も挙がっています。 

〇 同制度が通常保育の受入れに影響しないよう、待機児童対策との優先順位は明確

にする必要がある一方で、各施設が円滑に事業実施できるよう、利用者ニーズや地

域の実情に応じて、柔軟な運用ができる制度とする必要があります。 

〇 一時預かり事業との比較において、制度上の位置付けの違いや、利用時間や料金

設定等の違いはあるものの、利用者目線での明確な相違点というものが現時点で不

明確であり、本市としても保護者への周知や案内等に苦慮しています。 

〇 自治体の事務効率等を考慮すると、国が開発中の「総合支援システム」と標準化

対象となる「子ども・子育て支援システム」との連携は必須であるものと考えます。 

〇 令和８年度以降の給付制度化に際しては、利用認定、実績確認、給付費支払いな

ど様々な事務が見込まれるため、円滑な事業実施に向け、国が各事務に関する統一

的な指針や基準等を示すことは、利用者や施設にとっても望ましいものと考えます。 

新規要請項目 

１ 令和７年度以降の本格実施に向けて、１か月あたり利用時間や補助基準額など

について利用者や実施施設のニーズを的確に踏まえた設定とすること。 

２ 待機児童対策との優先順位を明確にしつつ、利用者ニーズや地域特性に応じて

柔軟な運用ができるような制度設計とすること。 

３ 利用者から見た場合の一時預かり事業との相違点を明確にすること。 

４ 「総合支援システム」を「子ども・子育て支援システム」と連携させること。 

５ 要件確認、給付認定、給付費の審査・支払い等といった自治体の事務に関する

指針や基準等を明確にすること。 
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■川崎市における試行的事業  

 

利用時間 こども１人当たり月 10 時間上限 

利用料 こども１人１時間当たり 300 円程度（事業者が設定） 

実施方法 
●一般型  ︓保育所等の定員と関わりなく受け入れ 
●余裕活用型︓保育所等の定員の範囲内で受け入れ 

実施施設 
への補助額 

こども１人１時間当たり 850 円 
（障害児受入の場合、400 円の加算） 

実施施設 公立を含む４０施設以上で実施 

■一時預かり事業との相違点 ※こども家庭庁の資料より抜粋 

 

■給付制度化に際して想定される新たな行政事務（例） 

 

 

 

 現行の一時預かり事業 こども誰でも通園制度 

位置付け 市町村が実施主体となる補助事業 現行の「子どものための教育・保育給
付」とは別の給付 

実施自治体 1269 自治体 全ての自治体 

目的・内容 

①家庭において保育を受けることが一
時的に困難となった乳児又は幼児 
②子育てに係る保護者の負担を軽減す
るため、保育所等において一時的に預
かることが望ましいと思われる乳児又
は幼児を対象に、一時的に預かり、必要
な保護を行う事業 

0 歳 6 か月〜２歳の未就園児を対象に
し、月一定時間までの利用可能枠の中
で、就労要件を問わず時間単位等で利
用できる新たな通園給付 

利用時間 市町村により上限の設定 月一定時間まで 

その他 上記以外の、利用方法や実施方法等については、大きな違いは無い 

この要請文の担当課／こども未来局保育・幼児教育部保育第１課  TEL 044-200-2686 

こども未来局保育・幼児教育部保育第２課  TEL 044-200-3948 

こども未来局保育・幼児教育部幼児教育担当 TEL 044-200-3794 

こども未来局保育・幼児教育部保育対策課  TEL 044-200-3630 

本市では、制度上の課題を可視化するため、令和６年６月下旬から国の基準に準拠して実施 

利用者ニーズ 
が不透明 

待機児童対策との 
優先順位が不明確 

採算が 
見込めない 等 

利用者目線での相違点が不明確であり、周知・案内に苦慮 

②利用者の 
要件確認・認定 

④国庫補助の交付申請、 
実績報告 

⑤実施施設への 
巡回指導・定期監査 

①施設の要件確認 ③施設への給付の 
審査・支払い 

 

「総合支援システム」を活用︖

様々な事務が見込まれるため、事務効率等を考慮することが必要 
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子どもの医療費助成の在り方の検討について 

  【こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 医療保険制度における自己負担割合は、義務教育就学前は２割、義務教育就学後

以降は３割とされているところ、全ての地方自治体において地方単独事業により、

更に軽減措置を講じていますが、地域間での格差が生じています。 

○ 本市では、子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み育てることのできる総

合的な子育て環境づくりを進めています。小児医療費助成制度について、令和５

（2023）年９月から、対象年齢の中学３年生までの拡大、所得制限の撤廃により制

度拡充を図りましたが、年々財政負担が大きくなる一方、更なる制度拡充を求める

声も上がっています。 

○ 子どもたちが日本のどこに住んでも安心して医療が受けられるためには、子ども

医療費助成制度は、地方自治体間で差異が生じない統一的な制度であることが望ま

しく、制度の創設・実施のためには、国と地方自治体とで共同で検討する体制づく

りが必要です。 

〇 国、都道府県、市町村が一体となって子どもへの支援が可能となるよう、国の責

任において、窓口での医療費負担がなく医療が受けられる全国一律の子どもの医療

費助成制度を創設することが必要です。 

１ 我が国の喫緊の課題である少子化対策として、子どもの医療費の助成につい

て、全国一律の制度として構築すること。 

２ 国と地方自治体が、子どもの医療費助成について、共同で検討を行う体制を構

築すること。 
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・医療保険の自己負担分に対する、地方単独事業による軽減措置の実施 
・地域間での格差及び拡充による地方自治体の財政負担の増大 

■ 子どもの医療費助成の現状 

 
 
 

■ 指定都市の状況（令和６年度） 

 

 
                              
 
  
 
 
 
 
 

    この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室家庭支援担当 TEL  044-200-2695 

子どもたちが日本のどこに住んでも安心して医療が受けられるよう 

・子どもの医療費助成について、全国一律の制度を構築すること 

・国と地方自治体が共同で検討する体制を構築すること 

地方自治体間で差異

が生じている状況 
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児童福祉人材の確保に向けた支援について 

  【こども家庭庁】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 児童養護施設や乳児院等において、国の「新しい社会的養育ビジョン」等に定め

る「できる限り良好な家庭的環境」での養育実現と、高度なケアニーズに対応する

など施設の専門性の向上を両立させるためには、保育士や児童指導員など専門職の

適正な職員配置への見直しが必要不可欠です。 

〇 保育士等の児童福祉人材にかかる処遇改善については、これまでも国において、

一定の改善が図られてきました。しかしながら、給与は全職種と比較すると依然と

して低額であり、本市独自に処遇改善を行ってはいるものの、待遇面を理由に離職

する者も依然として多い状況です。 

○ 保育所等における宿舎借り上げ支援制度については、市内認可保育所の約 90％が

利用していますが、国が対象期間を段階的に見直し（短縮）していることで補助対

象者数が減少傾向にあるほか、施設長や栄養士が補助対象となっておらず、施設の

職員が不公平感を抱える状況にあります。児童福祉人材の新規雇用や継続雇用を促

進するためにも、補助対象期間の短縮は慎重に行うとともに、職種等による区別を

無くし、補助対象者を拡充する必要があるものと考えます。 

〇 児童養護施設等の職員は、夜勤や長時間労働など過酷な勤務にも関わらず、保育

所の保育士と比較して、宿舎借り上げ支援制度が無いことや処遇改善加算が不十分

であるなど待遇面の格差があるほか、困難な業務と給与水準のバランスが確立でき

ていないなど、人材確保・育成・定着が進んでいない現状があります。 

１ 児童養護施設等の職員配置基準を見直し、体制強化への支援を行うこと。 

２ 保育士等の児童福祉人材の確保に必要な処遇改善加算等の増額を講ずること。 

３ 保育所等の宿舎借り上げ支援制度については、対象期間の見直しを慎重に行う

とともに、補助対象者を拡充すること。 

４ 児童養護施設等については、宿舎借り上げ支援制度を新たに創設すること。 
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■児童養護施設等の職員配置基準 

 国基準 国基準＋市加配（本市独自の基準） 
児童養護施設 こども４人に職員１人 こども１人に職員１人 
乳児院 こども１．３人に職員１人 こども１人に職員１．４人（最大） 

 
 
 
 
 

■保育士の処遇等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 

本市独自の処遇改善の取組 対象職種 加算額 支援期間

職員住宅手当加算
（Ｒ２年度～）

職員宿舎借上支援事業
（Ｒ４年度～）

・保育士
・児童指導員
・看護師

雇用後５年間

月上限82,000円×3/4 雇用後９年間

・家庭支援専門相談員

・栄養士
・心理療法担当職員 等

運営法人が支給する各月
の手当額×３/４

（月20,000円上限）

この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室   TEL 044-200-2658 

こども未来局保育・幼児教育部保育第１課  TEL 044-200-2686 

こども未来局保育・幼児教育部保育第２課  TEL 044-200-3948 

こども未来局保育・幼児教育部幼児教育担当 TEL 044-200-3794 

・24 時間 365 日の生活施設では、夜勤（宿直）

体制の確保が必要 

・ケアニーズの高いこどもへの対応も必要 

・結果、長時間労働や過重労働につながる 

適正な配置基準への見直し

（底上げ）が必要不可欠 

・保育士の給与は全職種と比較すると依然として低額であり、待遇面を理由とする離職者も多い。 
・さらに、同じ保育士資格を有していても、認可保育所と児童養護施設等では処遇の格差があり、

児童養護施設等では保育所よりも更に保育士確保が困難な状況である。 

保育士の処遇を改善し、児童養護施設等についても同等の待遇で採用活動できる環境が必要 

《処遇改善費の比較》 

  処遇改善の差 
  宿舎借上制度の有無 

（82,000 円×3/4 
＝61,500 円） 

上記２つの国制度により 
差が生じている。 

 

（参考）保育士人件費の比較（モデルケース） 

【児童養護施設等に対する本市の主な取組】 

市独自の職員配置基準に加え、これらの取組を本市が独自に、かつ一部は先行実施しているが、上記

趣旨を踏まえ、国が措置費の体系に組み込むなど、制度として実施することで、保育士等の児童福祉

人材の確保・育成・定着を実現することが必要である。 

例︓勤続７年目副主任クラスの保育士の場合（同一基本給料） 
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福祉・介護人材の確保に向けた支援について 

  【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 福祉・介護人材の確保に向けては、国においても取組を進められているところで

すが、賃金が低い事や職場環境の状況等から全国的に人材が不足しています。 

〇 本市においては、就職相談会の開催や各種研修の実施、法人管理者向けの研修及

びキャリアアップ支援など「人材の呼び込み」「就労支援」「定着支援」「キャリアア

ップ支援」の４つのアプローチによる取組を行い、福祉・介護人材の確保と定着に

努めているところですが、各事業所における不足感は増加傾向にあります。 

○ 関東大都市圏は全国で家賃が最も高く、中でも川崎市は東京都特別区に次いで 2

番目に高いなど、都市部特有の地域特性があります。 

○ 国では、人生 100 年時代に向けた整備を進める中で、最大の課題は人材の確保で

あるとし、処遇改善を行っていますが、介護福祉士の場合、10 年以上の経験を積ん

で、ようやく全産業平均水準の賃金に達するものであり、福祉・介護従事者全体と

しては、一般労働者に比べ賃金が低いのが現状です。 

○ 高齢者・障害者への支援のために人材は最大の基盤となります。そのための福祉・

介護人材の確保・育成・定着に向けた支援として、更なる処遇改善や居住費におけ

る宿舎整備にとどまらない関東大都市圏特有の住宅状況を踏まえたきめ細やかな支

援は必要不可欠です。 

 

１ 関東大都市圏は住宅１畳あたりの家賃が全国で最も高く、人材を確保するに当

たっては、住居費の負担が大きいことから、都市部における住居費負担の軽減に

向けた支援を行うこと。 

２ 福祉・介護人材の確保については、今後の地域包括ケアシステムの構築や社会

保障制度の維持に向けて必要不可欠なものであるが、賃金は他産業と比較して低

い水準であるため、更なる処遇改善など、対応策について早急に行うこと。 
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■福祉人材の不足感 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■住居費の実態 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
■賃金の格差 

● 令和４年度に行った「障害のある方の生

活ニーズ調査」の結果から、事業所全体

の福祉従事者の不足感は 45.9％と増加

傾向になっている。

● 令和４年度に行った「川崎市高齢者実態調

査」の結果から、事業所全体の介護従事者の

不足感の割合は 79.8％と増加傾向になって

いる。 

 

● 一畳あたりの家賃・間代において、関東

大都市圏は全国で最も家賃が高い。 
 

関東大都市圏 5,500 円 

全国平均 3,563 円 

※平成 30 年住宅・土地統計調査 

● 月額平均家賃は、東京都特別区部につい

で、第２位。政令市では１位。 
 

東京都特別区部 88,491 円 

川崎市 76,054 円 

横浜市 72,523 円 

さいたま市 65,364 円 

※平成 30 年住宅・土地統計調査より計算 

 
※令和４年度介護労働実態調査と令和４年度賃金構造基本統計の比較 

230 240 250 260 270 280 290 300 310 320

単位（千円）

一般労働者 

福祉・介護従事者 

上記の実態を踏まえ、福祉ニーズの増大に対応する福祉・介護人材の確保に、国がきめ細やかな住居費支援

及び更なる処遇改善を実効性のある制度として実施することが必要 

この要請文の担当課／健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課    TEL 044-200-2647 

          健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課 TEL 044-200-1978 

賃金の格差が大きいた 

め、福祉人材が、安心し 

て働ける環境の整備が求 

められます。 
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学校及び保育所における医療的ケア児支援の充実  

について 

  【こども家庭庁・文部科学省・厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 医療技術の進歩に伴って医療的ケア児が増加するとともに、その実態が多様化す

る中で、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた

適切な支援を受けられるようにするため、令和３（2021）年９月に「医療的ケア児

及びその家族に対する支援に関する法律」（以下「法」という。）が施行されました。

法においては、国や地方公共団体の責務等が規定されており、各地方自治体におけ

る主体的な取組が求められております。 

○ 本市においては、市立学校に在籍する医療的ケア児は、特別支援学校のみならず、

小・中学校においても増加傾向にあるとともに、人工呼吸器による呼吸管理等の高

度な医療的ケアを要する児童生徒も増加しております。 

○ また、医療的ケア児の保育所等への入所相談の件数や、本市保育所における医療

的ケア児の受入人数は増加傾向にあり、一人ひとりのニーズに応じた対応が必要と

なっているところです。 

○ 国においても、学校における看護師の配置に対する支援や保育所における看護師

の配置及び保育環境の向上等に対する支援など、様々な支援を実施しているところ

ですが、法の趣旨に基づき、学校及び保育所において、医療的ケア児の増加等に適

切に対応していくためには、国における支援を更に充実させる必要があります。 

１ 学校における医療的ケア看護職員等配置に係る財政支援を拡充するとともに、

医療的ケア看護職員を関係法令において公立学校における教職員定数に位置付

けるなど、看護師の安定的な配置に向けた必要な措置を講ずること。  

２ 医療的ケア児の通学支援に向け、地域の実情に応じた財政措置を講ずること。  

３ 保育所における医療的ケア児受入れのための場の拡充や環境整備に必要な財

政措置を講ずること。 
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１ 川崎市における状況 

  市立学校に在籍する医療的ケア児は増加傾向にあり、特別支援学校のみならず、その他の市
立学校においても増加しています。 
保育所においても、医療的ケア児の保育所等への入所相談の件数は増加傾向にあり、令和５

年度から公立保育所全園での受入れを開始したことと併せて、今後も受入児童生徒は増加を続
ける見込みとなっています。 

 

 

 

 
 

 

  

２ 学校における医療的ケア児支援の状況（令和６年度予算ベース） 

（１）学校における医療的ケア対応            （千円） 

人員配置 対応 

常勤６名 
他の定数を自立活動教員（看護師）に振り替えて対応 

している状況 
 

人員配置 必要額 国庫補助※ 市負担 

非常勤10名 22,823 7,607 15,216 

派遣委託 

約45名 
81,656 27,219 54,437 

 
（２）通学支援（本市ではスクールバスによる登下校の通学支援を実施） （千円） 

対応 必要額 国庫補助※ 市負担 

同乗看護師委託 

(2,136時間) 
28,196 9,398 18,798 

バス委託（バス

３台＋運転） 
26,400 0 26,400 

  ※教育支援体制整備事業費補助金（補助率１／３） 

３ 保育所における医療的ケア児支援の充実について 

 

  

この要請文の担当課／要請１・２ 教育委員会事務局学校教育部支援教育課 TEL 044-200-2549 

          要請３   こども未来局保育・子育て推進部    TEL 044-200-2609 
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田島支援学校（医療的ケア拠点校） その他の市立学校 公立保育所

要請事項３ 

医療的ケア児の受入れの促進は急務であるが、環境

整備や人的配置に対する継続的な経費を要するこ

とから、保育対策等総合支援事業費補助金につい

てさらなる拡充を図ることが必要 

（人） 

①環境改善費5 

補助額 56 
（①2 ② 54）

継続的な 
市の負担 

②看護師配置関連 70

市
の 
負
担
計

医療的ケア児受入に関わる事業費 
単位：百万円 

75 

要請事項１ 

教職員定数の位置づけを！ 

要請事項１ 

財政支援の拡充を！ 

（補助率１/３の引上げ） 

要請事項２ 

バスの調達・運行を対象 

とした補助がないため、 

地域の実情に応じた財政 

措置を！ 
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安全・安心で良好な教育環境の充実について 

  【文部科学省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 補助単価の見直しは実施されているものの、昨今の急激な物価高騰や労務単価上

昇の影響などもあり、依然として現行の補助単価と実際の工事費に乖離があり、大

きな負担となっています。また、補正予算等による措置のため、入札不調等により

工期延長があった場合、再度の繰越措置を図ることは困難であり、市負担が増大す

るリスクがあります。 

○ 本市では、平成 20 年度から平成 21 年度までにかけて一斉整備した空調設備が一

斉に更新時期を迎え、今後、令和７年度から令和 10 年度までの４年間で更新整備を

実施する予定です。補助対象事業費の上限額が令和４年度から引下げられたため、

大規模校を単年度で整備した場合、所要額に見合う十分な補助を受けることができ

ない状況にあります。 

○ 児童生徒数が増加傾向にある本市では、保有教室に余裕のある学校が少なく、教

室の転用や増築が必要となります。短期間での整備にはリース方式も有効な整備手

法ですが、現在の制度では、補助を活用できないこととなっています。 

○ 昨今の急激な物価高騰や労務単価上昇、災害復旧工事等の需給逼迫に伴う資材不

足や人材不足の影響のため、入札不調が増えており、学校施設に関する工事入札に

ついても、不調件数が、令和３年度４件、令和４年度６件、令和５年度は９件とな

っており、不調件数及び全体に占める不調件数の割合は年々増加しています。入札

不調による工事スケジュールの見直しのために事業年度が変更となる場合があり、

国庫補助の再計上について柔軟な対応が必要となっています。 

１ 実勢価格を踏まえ、計画事業量に見合う財政措置を当初予算により講ずること。  

２ 大規模改造（質的整備）に関する上限額の引上げを図ること。 

３ 教室不足を効果的に解消するため、補助制度の拡充を図ること。  

４ 物価高騰や労務単価上昇等に起因する入札不調に伴う事業年度変更に係る国庫

補助の再計上について柔軟な対応を図ること。 
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■ 年度別の計画事業量と採択状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 大規模改造（質的整備）に関する上限額の引上げ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 補助制度の拡充 

 
 
 
 
 
 
 
 
■ 川崎市立学校に関する工事入札件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

不調 3 4 6 9 

落札 102 88 95 71 

合計件数 105 92 101 80 

この要請文の担当課／教育委員会事務局教育環境整備推進室 TEL 044-200-3271 

前年度予算による措置は、年度内に工事完了が困難な場合、補助を活用できないリスクがある。 

→ 実勢価格との乖離解消と併せ、柔軟な工期設定を可能とするためには、当初予算による措置が必要 

 

リース方式について、現在の制度では補助を活用できない。 

→ 教室不足に対応するための有効な手段であるリース方式についても補助金の活用が可能となるよう制度の

拡充が必要 

上限額が令和４年度から引下げられため、補助目的に

沿った十分な補助を受けることができない。 

空調設備一斉更新（R7～R10） 

国庫補助額 約 34.5 億円 ⇒ 約 26.6 億円 

負担増：約 7.9 億円 

→ 空調設備の更新整備にも十分対応可能となるよ

う上限額の引上げが必要 

（単位：千円）

当該年度
当初予算

前年度
補正予算等

A B C D B/A D/B

R4 1,733,441 1,845,506 0 1,845,506 106.5% 100.0%

R5 929,487 1,000,927 0 1,000,927 107.7% 100.0%

R6 1,973,123 2,169,594 0 2,169,594 110.0% 100.0%
※補正率：交付決定額のうち、補正予算などの前年度予算により措置された割合

補正率計画事業費 交付決定額
(予算区分)

年度
採択率

0% 

(単位:千円)
〜R3 R4〜R6

大規模改造（質的整備）
上限額 200,000 70,000
下限額 4,000 4,000

国庫補助額 約34.5億円 約26.6億円

工事種別

空調設置

負担増：約7.9億円

空調設備一斉更新
（R7〜R10）

物価高騰や労務単価上昇等に起因する入札不調によって工事スケジュールが見直しとなり、事業年度が変更と

なると、国庫補助が活用できなくなる場合がある。 

→ 入札不調に伴う事業年度変更に係る国庫補助の再計上について柔軟な対応が必要 
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多摩川における治水対策の推進について 

  【国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 令和元年東日本台風では、多摩川の水位上昇に伴い、本市域では各支川との合流

部や排水樋管周辺地域等で浸水被害が発生したため、被害軽減に向けた多摩川の治

水対策の推進が不可欠です。 

○ 令和６年１月に「多摩川緊急治水対策プロジェクト」の事業期間を１年延伸して

いることから、本プロジェクトにおける河道掘削等の取組を令和７年度までに確実

に実施するとともに、多摩川と支川との合流部付近や排水樋管の放流部付近等の河

道内において、土砂堆積が見受けられるため、土砂掘削などを行い、継続的に水位

を低減する対策を行うことが不可欠です。 

○ JR 京浜東北線付近の堤防高及び堤防厚や多摩川における平瀬川との合流部の堤防

高は、基準値を満たすように、堤防機能強化等の治水対策を行う必要があります。 

 

■ 効果等 

○ 多摩川及び流域の治水安全度が向上します。 

○ 令和元年東日本台風と同規模の降雨に際しても、浸水被害を軽減できます。 

１ 令和元年東日本台風で浸水被害のあった多摩川と支川(平瀬川・三沢川)等との

合流部や排水樋管の放流部における河道掘削を早急に実施すること。 

２ 「多摩川緊急治水対策プロジェクト」の取組を確実に実施するとともに、「多

摩川水系流域治水プロジェクト」に位置付けている、多摩川における浸水被害の

最小化に向けた対策について、河道掘削や JR 京浜東北線付近等における堤防機

能強化等の治水対策を確実に実施すること。 
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〈堤防機能強化等の治水対策〉 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 

多摩川における浸水被害の最小化に向けて、早急な対策の実施を講ずること 

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部河川課 TEL 044-200-2901 

上下水道局下水道部下水道計画課 TEL 044-200-2886 

排水樋管放流部 三沢川との合流部 平瀬川との合流部 

土砂堆積の状況 

多摩川堤防の状況 

平瀬川との合流部（東久地橋付近） 

多摩川 三沢川 

平瀬川 

ＪＲ京浜東北線付近 

〈河道内の土砂掘削による水位低減対策〉 

多摩川 

排水樋管放流部 

多摩川 
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自動運転の社会実装に向けた支援について 

  【経済産業省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 路線バスの減便や廃止が全国に拡大しているなか、都市部の本市においても運転

手不足等の影響により、路線バスを大幅に減便せざるを得ない状況が生じています。 

○ 地域公共交通の根幹である路線バスを維持する方策の一つとして、自動運転技術

を活用した新たな交通サービスを展開していくことが必要です。 

○ 物流では、トラックドライバーに時間外労働の上限規制が適用される「物流の 2024

年問題」に伴う労働力の不足及び輸送能力の低下への対応として物流 DX の推進等に

よる物流の効率化が求められています。 

○ 本市では、庁内推進会議や関係事業者との協議会を設立し、今後、地域コミッテ

ィの組成を予定するなど、自動運転の社会実装に向けた取組を推進しています。 

○ 社会実装を実現するためには、都市部における自動運転技術の研鑽や地域の交通

環境に即したインフラ整備等を自治体と関係事業者が綿密に連携し、取組を進める

必要がありますが、社会実装に向けて、実証試験の実施費用や複数年にわたる継続

的な国の支援が必要です。 

 

■ 効果等 

〇 都市部における自動運転技術を確立することにより、持続的な交通環境の形成が

図られるとともに、研鑽された技術は他都市における地域交通の課題解決に繋がる

ことも期待できます。 

○ 自動運転技術は公共交通のみならず、物流分野への活用とともに、一般交通分野

における交通流の円滑化や安全性の向上等にも寄与します。 

自動運転の社会実装に向けて、実証事業やインフラ整備等の本格運行に向けた支

援の充実を図ること。 

新規要請項目 
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自動運転の社会実装に向けて、実証事業やインフラ整備等の本格運行に向けた

支援の充実を図ること。 
 

＜本市における路線バスの現状＞   ＜我が国における物流の現状＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自動運転に関する国の主な支援制度＞  
地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

令和５年度 自動運転実証調査事業 補助上限額１億８千万円 

令和６年度 自動運転社会実装推進事業 補助上限額１億５千万円 

 

＜本市の取組＞  

・自動運転移動サービスの社会実装に向けた取組を推進するため、運行事業者

や自動運転システム関連会社、関係行政庁等との協力体制を構築 

・令和６年度に、国の支援制度（自動運転社会実装推進事業）を活用し、自動

運転バスの実証走行を予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              この要請文の担当課／まちづくり局交通政策室      TEL 044-200-2348 

                       臨海部国際戦略本部戦略拠点推進室 TEL 044-200-0253 
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貨物総輸送量・運送従業者数推計

国内の貨物総輸送量の推計 道路貨物運送業の運転従事者数の推計

（億トン） （千人）

32％減

2％減

 国内総貨物量、運転従事者数推計の関係 

出典：日本ロジスティクスシステム協会（JILS）「ロジスティクスコンセプト２０３０」のデータをもとに作成 

⇒物流 DX の推進等の効率化の取組が必要 

・国内総貨物量は微減（約２％減） 
・一方運転従事者数は大きく減少が見込まれる（約 32％減） 

2%減 

32%減 
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川崎臨海部の土地利用転換について 

  【内閣府・経済産業省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 日本の経済発展を支え続けてきた川崎臨海部におけるかつてない規模の土地利用

転換は、これからの我が国の国際競争力強化において重要な役割を担うものであり、

今後他地区でも起こり得る土地利用転換のロールモデルとなり得ることから、国策

を具現化するような未来志向の土地利用の実現に向け、これまでの枠組みに捉われ

ない、省庁横断的な支援が必要です。 

○ 土地利用転換の中核である扇島地区では、令和１０年度の液化水素サプライチェ

ーン構築に関する商用化実証開始を目指して、受入拠点の整備に関する調整を進め

るなど、カーボンニュートラル社会の実現等に向けた土地利用転換の取組を進めて

います。それら機能の導入など官民による事業の推進のためには、商用化実証後の

サプライチェーン構築に関する支援や国道 357 号・首都高湾岸線出入口等の交通基

盤、港湾施設などの各種インフラの整備が必要であり、このためには、計画的かつ

長期的な財政措置が必要です。 

○ この度の大規模土地利用転換の先鞭と位置付けている南渡田地区では、国の「統

合イノベーション戦略」や「マテリアル革新力強化戦略」で示されている革新的な

マテリアルの開発を具現化する新たな産業拠点の形成を目指し、令和６年度から先

行地区の事業に着手しました。今後は、地区全体において、拠点の価値向上に資す

る戦略的な機能集積及びインフラ整備を着実に進める必要があるため、規制緩和を

はじめ、財政、税制、金融上の積極的かつ集中的な支援措置が必要です。 

１ 扇島地区における、水素等の大量かつ安定的な受入・供給を可能とする商用サ

プライチェーン構築に向けた支援や速やかな土地活用を行うためのインフラ整

備、大水深バースを活用した関連する港湾整備に必要な財政措置を講ずること。 

２ 南渡田地区における、素材を中心とした研究開発拠点形成を促進するため、産

業集積、インフラ整備、制度設計などの取組に対して、規制緩和をはじめ、財政、

税制、金融上の積極的かつ集中的な支援措置を講ずること。 
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■ 川崎臨海部における大規模土地利用転換について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・南渡田地区 ・扇島地区 

扇島 

横浜市 川崎市 

大水深バースを 
活用した関連 
する港湾整備 

国道357 号 
(未整備区間) 

首都高湾岸線 

基盤整備、港湾整備 
・水素等の受入環境や利用等のための基盤整備 
・大水深バースを活用した関連する港湾整備 

首都圏や京浜臨海部のカーボンニュートラ
ルエネルギー利用促進に向けて、大規模土
地利用転換を早期に実現するための 
計画的かつ長期的な財政措置が必要 

水素等の 
受入環境の整備 

大
水
深
バ
ー
ス 段階的整備 

扇島 
出入口 

扇島南 
（川崎側） 

 

南渡田 

扇島北 

池上町 

水江町 

羽田空港 

鶴見つばさ橋 

扇町 

【川崎市の取組】 

● 令和３年２月１日付けで、 

 「JFE ホールディングス㈱と川崎市との土地利用に関する協定」締結 

⇒ 京浜地区の高炉等の休止に伴う影響に対応し、川崎臨海部における 
地域の持続的な発展に向けた土地利用を推進 

     

 ◆これまでの取組 
  次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠点の形成に向け、

JFE と川崎市との間で協議調整を図りながら、令和4 年度に
具体的なコンセプトや土地利用方針等を盛り込んだ拠点整備
基本計画を策定。令和5 年3 月には北地区北側の事業者
が決定し、土地利用転換に向けた開発許可や都市計画手続
き等の具体的な取組が進展 

 ◆これまでの取組 

  計画的な土地利用転換を図るため、「扇島地区土地利用 
検討会議」や「臨海部大規模土地利用調整会議」を開催し、 
導入機能や基盤整備などについて協議・調整 

  ⇒ 令和５年８月に「土地利用方針」を策定。この一帯が我
が国の「産業の構造転換・再配置」のモデルケースとなるよう取
組を推進 

この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部戦略拠点推進室 TEL 044-200-1568 

          建設緑政局広域道路整備室     TEL 044-200-0475 

          港湾局港湾経営部経営企画課    TEL 044-200-3050 

製造機能を 
中心とした 
土地利用 

拠点形成に向けて、規制緩和をはじめ、
財政、税制、金融上の 積極的かつ 
集中的な支援措置 が必要  

研究開発を 
中心とした 
土地利用 

新たな 
地区内道路 

[北地区] 

[南地区] [操車場地区]

産業集積 
 革新的な素材を生み出す研究開発機能の集積による
「素材から世界を変える産業拠点」の形成 

基盤整備 
 広大な土地を有効活用するための解体
除却、土壌汚染対策及び周辺道路や地
区内道路等の基盤整備 

令和６年度︓事業着手 
令和９年度︓まちびらき予定 

 水素等の利用など 
のための基盤整備 
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脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について 

  【経済産業省・環境省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市は首都圏における大規模なエネルギー供給拠点であり、供給エネルギーのカ

ーボンニュートラル化により、国の脱炭素化に大きく貢献する可能性があります。

国や地方公共団体における温暖化対策の実効性を高めていくためには、地域ごとの

ポテンシャルを踏まえつつ、水素・アンモニア等の利活用や、ＣＣＵＳ等次世代技

術の実装化に向けた支援を加速させる必要があります。 

○ 太陽光パネルは、リサイクル・廃棄、人権問題等を懸念する意見も普及に向けた

課題であるため、国において具体的な対応策を示していくことが必要です。また、

ペロブスカイト太陽電池等の次世代技術の社会実装に向けた取組等も重要であり、

国の主導による技術開発の促進がより一層必要となります。 

○ 太陽光発電設備については、系統接続や出力抑制などその普及に伴う課題が生じ

ており、解決策の一つである送配電網の整備には、多くのコストや時間等を要する

ため、太陽光発電設備など再エネ電力の自家消費の促進や、エネルギーマネジメン

トなどエネルギー利用の最適化に向けた取組を促進していく必要があります。これ

らの取組により、系統接続の負荷軽減とともに、再エネ賦課金の低減に寄与する等

の効果が見込まれ、国主導による一層の取組が求められます。 

１ 脱炭素社会の実現に向けては、再生可能エネルギーの普及に加えて、水素・ア

ンモニア等による発電や、ＣＣＵＳ等の次世代技術の実装化が必要であるため、

こうした技術の開発や導入に向けた支援を加速させること。 

２ 第６次エネルギー基本計画における太陽光発電設備の導入目標の達成に向け、

地域の取組を推進するため、課題解決や技術開発に向けた取組を加速させるこ

と。特にＦＩＴに頼らない自家消費型の太陽光発電設備の普及など、系統対策に

向けた取組を一層推進すること。 
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■ 川崎市のＣＯ２フリーエネルギーの可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 川崎市の条例制度について（令和５年３月改正） 
  本市では市域のほとんどが市街化しており、再エネポテンシャルの９９％が建築物への太

陽光発電設備となっているため、次の制度により、市域の再エネ導入拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■ 【制度２】特定建築事業者太陽光発電設備導入制度による効果 

制度対象件数のイメージ（令和２（2020）年度実績より） 

項目 戸建住宅 共同住宅 その他・非住宅 合計 

制度対象事業者の 

建築受注件数の合計 

2,055 件 
（60％） 

252 件 120 件 2,427 件 
（56％） 

上記以外の 

建築受注件数の合計 

1,349 件 253 件 340 件 1,942 件 
（44％） 

総計（約 600 者） 3,404 件 505 件 460 件 4,369 件 
（100％） 

 

 

 

                              
この要請文の担当課／環境局脱炭素戦略推進室 TEL 044-200-2508 

川崎市は、首都圏における大規模なエネルギー供給拠点となっている 
⇒供給エネルギーのカーボンニュートラル化により、我が国の脱炭素化に大きく貢献する可能性がある 

現在 2050年

CO2フリーの
水素等で発電

化石燃料
で発電川崎

首都圏

1,600万t-CO2 発生 CO2 フリー

制度対象となる建築物は市内新築住宅の約６割 
（「エネルギー基本計画」等で示された「２０３０年度に新築戸建て住宅の６割に太陽光発電設備

設置を目指す」という国の目標に合致する。） 
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カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた

水素サプライチェーン構築に係る取組について 

  【経済産業省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、本市は令和４（2022）年３月に「川

崎カーボンニュートラルコンビナート構想」を策定し、同年５月に立地企業に加え、

メーカー、銀行等が参画する川崎カーボンニュートラルコンビナート・ポート形成

推進協議会を立ち上げ、企業と連携しながら水素の需給一体の取組を進めています。 

○ 令和５（2023）年３月には、国のグリーンイノベーション基金事業における「液

化水素サプライチェーンの商用化実証」の水素受入地として川崎臨海部が選定され

たことから、当該実証の円滑な実施と商用化への速やかな移行が期待されています。 

〇 水素等のカーボンニュートラルなエネルギーの社会実装は、環境価値が適切に反

映された市場の構築を前提とし、利活用の拡大によるコストの低減を実現するには、

2030 年度までに供給開始が見込まれる需要だけではなく、それに続く需要への段階

的な支援と水素利用を検討する企業への実証及び設備導入など、移行期の財政措置

が必要です。 

〇 水素サプライチェーンの構築に向けて水素の製造・貯蔵・運搬・利用等に関する

設備整備においては、明確な技術基準が存在しないことから、法令等への位置付け

を行うとともに、水素の普及拡大に向けて、安全面を考慮した積極的な規制改革・

規制緩和が必要です。 

１ カーボンニュートラルコンビナート実現に資する水素サプライチェーンの構

築に向け、補助事業等の強力かつ持続的な財政措置を講ずること。また、実証、

設備導入補助を拡充すること。 

２ 水素の製造・貯蔵・運搬・利用等の施設整備に向けた技術基準を含めた諸制度

の整備及び規制改革・規制緩和を行うこと。 
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【全体】水素サプライチェーン（ネットワーク）構築に向けた継続的な支援が必要 

【法規制】水素の製造・貯蔵・運搬・利用等における技術基準の明確化による法令等

への位置付け 

 

会員企業︓92 者（2024 年 3 月 1 日現在） 

 

川崎市が目指すカーボンニュートラルコンビナート 

「水素を軸としたカーボンニュートラルなエネルギーの供給拠点」のイメージ 

川崎カーボンニュートラルコンビナート・ポート形成推進協議会 

これまでに明らかになった水素サプライチェーン構築に向けた課題 

 この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部成長戦略推進部 TEL 044-200-2095 
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令 和 ７年 度  

国 の予 算 編 成 に対 する重 点 要 請 書  

 

令 和 ６年 ６月  

 

編 集    川 崎 市 財 政 局 財 政 部 資 金 課  

 

川 崎 市 川 崎 区 宮 本 町 1 番 地  

電話 044(200)2183  



 



 


